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（以下「契約者」という。）と社会福祉法人清心会（以下「事業者」と

いう。）は、契約者が清心苑ショートステイ（以下「事業所」という。）において、事業者から提

供される指定短期入所生活介護サービス又は指定介護予防短期入所生活介護（以下「サービス」

という。）を受け、それに対する利用料金を支払うことについて、次のとおり契約（以下「本契約」

という。）を締結します。 

 

第一章  総  則 

第１条（契約の目的） 

1 事業者は、介護保険法及びこの契約書に従い、契約者が事業所において、その有する能力に応

じ、可能な限り自立した日常生活を営むことができるように支援することを目的として、本契

約第４条及び第５条に定めるサービスを提供します。 

2 事業者が契約者に対して実施するサービスの内容、利用日、利用時間、費用等の事項は、別紙

『「指定（介護予防）短期入所生活介護」重要事項説明書』（以下「重要事項説明書」という。）

に定めるとおりとします。 

 

第２条（契約期間） 

1 本契約の有効期間は、契約締結の日から６か月間とします。ただし、契約期間満了日の７日前

までに、契約者から契約終了の申し入れがない場合は、本契約は更に１か月間同様の条件で更

新されるものとし、以後も同様とします。 

2 契約期間満了日の７日前までに契約者から事業者に対して、文書により契約終了の申し出がな

い場合は、契約は更新されたものとします。 

 

第３条（（介護予防）短期入所生活介護計画の決定及び変更） 

1 事業者は、居宅サービス計画（以下「ケアプラン」という。）に沿って、契約者の短期入所生活

介護計画又は介護予防短期入所生活介護計画（以下「介護計画」という。）を作成するものとし

ます。 

2 事業者は、介護計画について契約者及びその家族に対して説明し、同意を得た上で決定するも

のとします。 

3 事業者は、契約者に係るケアプランが変更された場合若しくは契約者及びその家族等の要請に

応じて、介護計画の変更の必要があるかどうか調査し、その結果、介護計画の変更の必要があ

ると認められる場合は、契約者及びその家族等と協議の上で変更するものとします。 

4 事業者は、介護計画を変更した場合は、契約者に対して書面を交付して、その内容を確認する

ものとします。 

 

第４条（介護保険給付対象サービス） 

事業者は、介護保険給付対象サービスとして、事業者が事業所において、契約者に対して、ケ

アプランに基づく、日常生活上の世話及び機能訓練等を提供するものとします。 
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第５条（介護保険給付対象外のサービス） 

1 事業者は契約者との合意により、介護保険給付対象外サービスとして、介護保険給付の支給限

度額を超えるサービスを提供するものとします。  

2 前項のサービスの利用料金は、契約者が負担するものとします。 

3 事業者は第１項に定める各種のサービスの提供について、必要に応じて契約者の家族等に対し

てもわかりやすく説明するものとします。 

 

第６条（運営規程の遵守） 

1 事業者は、別に定める運営規程に従い必要な人員を配置して、契約者に対して本契約に基づく

サービスを提供するとともに、建物及び付帯施設の維持管理を行うものとします。 

2 本契約における運営規程については、本契約に付随するものとして、事業者、契約者ともに遵

守するものとし、事業者がこれを変更する場合は、契約者に対して事前に説明することとしま

す。 

3 契約者は、前項の変更に同意することができない場合には、本契約を解約することができるも

のとします。 

 

第７条（用語の定義） 

1 本契約において、「従事者」とは、事業者がサービスを提供するために使用する者のことを言い

ます。 

 

第二章 サービスの利用と料金の支払い 

 

第８条（サービス利用料金の支払い） 

1 契約者は、本契約第４条に定めるサービスについて、重要事項説明書に定める所定の料金体系

に基づいたサービス利用料金から介護保険給付額を差し引いた差額分（自己負担分）を事業者

に支払うものとします。 

  但し、契約者がいまだ要介護認定を受けていない場合は、契約者はサービス利用料金の全額を

支払うものとし、要介護認定後、自己負担分を除く金額が介護保険から払い戻されます。（これ

を「償還払い」といいます。） 

2 本契約第５条第１項及び第２項に定めるサービスについては、契約者は、重要事項説明書に定

める所定の料金体系に基づいたサービス利用料金を事業者に支払うものとします。 

3 前項の他、契約者は、食材費（おやつを含む）、滞在費等、契約者の日常生活上必要となる諸費

用実費を事業者に支払うものとします。 

4 事業者は、サービス利用料金を毎月月末締めで請求し、契約者はこれを翌月末日までに支払う

ものとします。 

 

第９条（利用の中止・変更） 

1 契約者は、利用期日前にサービスの利用を中止又は変更することができます。この場合、契約

者はサービス実施日の前日までに事業者に申し出るものとします。 
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2 事業者は、前項に基づく契約者からのサービスの利用の変更の申し出に対して、事業所が満員

で契約者の希望する日にサービスを提供できない場合は、契約者に他の利用可能日を提示して

協議するものとします。 

 

第 10条（サービスの実施不能） 

1 契約の有効期間中、地震、噴火等の天災その他事業者の自己の責に帰すことができない事由に

より、サービスの実施ができなくなった場合は、事業者は契約者に対して当該サービスを提供

する義務を負いません。 

2 前項の場合において、事業者は契約者に対して実施したサービスについては、所定のサービス

利用料金の支払いを請求できるものとします。 

 

第 11条（利用料金の変更） 

1 本契約第８条第１項に定めるサービス利用料金について、介護給付費体系の変更があった場合、

事業者は当該サービスの利用料金を変更することができるものとします。 

2 本契約第８条第２項に定めるサービス利用料金については、経済状況の著しい変化その他やむ

を得ない事由がある場合、事業者は、契約者に対して事前の説明をした上で、当該サービス利

用料金を変更することができるものとします。 

3 契約者は、前項のサービス利用料金の変更に同意することができない場合は、本契約を解約す

ることができます。 

 

第三章  事業者の義務等 

 

第 12条（事業者及び従事者の義務） 

1 事業者及び従事者は、サービスの提供にあたって、契約者の生命、身体、財物の安全確保に配

慮するものとします。 

2 事業者は契約者の体調・健康状態からみて必要な場合には、事業所の管理者及び看護職員若し

くは主治医と連携し、契約者から聴取・確認の上でサービスを実施するものとします。 

3 事業者は、非常災害に関する具体的な計画を策定するとともに、非常災害に備えるため定期的

に避難、救出その他必要な訓練を行うものとします。 

4 事業者及び従事者は、契約者又は他の契約者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

い場合を除き、身体的拘束その他契約者の行動を制限する行為を行わないものとします。 

5 事業者は、契約者に対するサービスの提供についての記録を作成し、５年間保管するものとし、

契約者又は代理人から要請がある場合は、これを閲覧させ又は複写物を交付するものとします。 

6 事業者は、サービス提供時、契約者に病状の急変が生じた場合、その他必要な場合は、速やか

に主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じるものとします。 

 

第13条（身分証携行の義務） 

 従事者は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び契約者又はその家族から提示を求められた

 ときは、いつでも身分証を提示します。 
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第 14条（秘密保持・個人情報の保護） 

1 事業者及び従事者は、サービスを提供する上で知り得た契約者及びその家族等に関する事項（個

人情報を含む）を正当な理由なく第三者に漏洩しません。この守秘義務は、本契約が終了した

後も同様とします。 

2 前項の規定にかかわらず、事業者は以下の場合に限り契約者に関する心身等の情報を含む個人

情報を提供できるものとします。その場合、個人情報利用の内容等の経過を記録します。 

 一 介護サービスの提供を受けるに当たって、介護支援専門員又は介護サービス事業者との間

で開催されるサービス担当者会議において、契約者の状態、家族の状況を把握するために必

要な場合 

 二 上記（一）の外、介護支援専門員又は介護サービス事業者との連絡調整のために必要な場 

  合 

 三 現に介護サービスの提供を受けている場合で、契約者が体調を崩し又はケガ等病院へ行っ

た時で、医師・看護師等に説明をする場合 

 四 介護保険サービスの質の向上のための学会、研究会等での事例研究発表等 

3 契約者は本契約の締結により前項の内容の個人情報の使用を了承するものとします。 

 

第 15条(従事者の禁止行為) 

1従事者は、契約者に対するサービスの提供にあたって、次の各号に該当する行為を行いません。 

  一 金銭又は品物の授受 

  二 宗教活動、政治活動、営利活動 

  三 契約者もしくはその家族等に行う迷惑行為 

 

第四章   契約者の義務 

 

第 16条（契約者の施設利用上の注意義務等） 

1 契約者は、事業所の施設、設備、敷地をその本来の用途に従って、利用するものとします。 

2 契約者は、事業所の施設、設備について、故意又は重大な過失により滅失、破損、汚損もしく

は変更した場合には、自己の費用により原状に復するか、又は相当の代価を支払うものとしま

す。 

3 契約者の心身の状況等により特段の配慮が必要な場合には、契約者及びその家族等と事業者と

の協議により、施設、設備の利用方法等を決定するものとします。 

 

第 17条（契約者の禁止行為） 

契約者は、事業所内で次の各号に該当する行為をすることは禁止されています。 

 一 決められた場所以外で喫煙すること。 

 二 事業所の従事者又は他の契約者に対し、迷惑を及ぼすような宗教、政治、営利の各活動を

行うこと。 
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第五章  損 害 賠 償 

 

第 18条（損害賠償責任） 

事業者は、本契約に基づくサービスの提供に伴って、事業者の責に帰すべき事由により契約者

に生じた損害について賠償する責任を負います。また、本契約第 14条に定める（秘密保持・個

人情報の保護）に違反した場合も同様とします。事業者は損害賠償に必要な保険に加入してい

ます。 

 但し、契約者の故意又は重大な過失が認められる場合は、事業者の損害賠償責任を減じること

ができるものとします。 

 

第 19条（損害賠償がなされない場合） 

 事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。特に以下の各号

に該当する場合には、事業者は損害賠償責任がないものとします。 

  一 契約者が、契約締結時に契約者の心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれ

を告げず、又は不実の告知を行ったことに専ら起因して損害が発生した場合 

  二 契約者が、サービスの実施にあたって必要な事項に関する聴取・確認に対して故意にこれ

を告げず、又は不実の告知を行ったことに専ら起因して損害が発生した場合 

  三 契約者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない事由に専ら起因

して損害が発生した場合 

  四 契約者が、事業者若しくは従事者の指示・依頼に反して行った行為に専ら起因して損害が

発生した場合 

 

第六章  契約の終了 

 

第 20条（契約の終了事由） 

1 契約者は、以下の各号に基づく契約の終了がない限り、本契約に定めるところに従い事業者が

提供するサービスを利用することができるものとします。 

  一  契約者が死亡した場合 

  二 契約者が介護保険施設へ入所した場合 

 三 契約者の要介護状態が、自立とされた場合 

  四 事業者が解散命令を受けたとき、破産したとき又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖

した場合 

 五 施設の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった場合 

 六 事業所が介護保険の指定を取り消されたとき又は指定を辞退した場合   

 七 第 21条及び第 22条に基づき本契約が解約された場合 

2 事業者は、前項第１号を除く各号により本契約が終了する場合は、契約者の心身の状況、契約

者の置かれている環境等を勘案し、必要な援助を行うよう努めるものとします。 
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第 21条（契約者からの解約等） 

1 契約者は、本契約の有効期間中、契約終了を希望する日の７日前までに事業者に通知すること

により、本契約を解約することができます。 

 

第 22条（事業者からの解約等） 

1事業者は、契約者が以下の各号に該当する場合には、本契約を解約することができます。 

 一 契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告

げず、又は不実の告知を行い、その結果、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた

場合 

  二 契約者による、第 8 条第 1 項から第 3 項に定めるサービス利用料金の支払いが 3 か月以上

遅延し、相当期間を定めた催告にも係わらずこれが支払われない場合 

三 契約者が、故意又は重大な過失により事業者又は従事者若しくは他の契約者等の生命・身

体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行う等によって、本契約を継続しがた

い重大な事情を生じさせた場合 

2 事業者は、前項により本契約を解約する場合には、このサービス提供を調整した介護支援専門

員、又は、契約者の居住地の市町村と協議し、必要な措置を取ります。  

 

第 23条（精 算） 

 本契約第 20条第１項により本契約が終了した場合において、既に実施されたサービスに対する

利用料金支払義務及びその他の条項に基づく義務等、契約者に債務があるときは清算するものと

します。 

 

第七章  そ の 他 

 

第 24条（苦情への対応） 

1 契約者及びその家族は、提供されたサービスに不満がある場合、苦情申立機関にいつでも苦情

を申し立てることができます。 

 なお、事業者の苦情申立窓口は、次のとおりです。 

  電話 ０５８４－９３－０６１１  ＦＡＸ ０５８４－９３－０５８５ 

2 事業者は、契約者に提供したサービスについて、契約者又はその家族等から苦情の申し出があ

った場合は、迅速、適切に対処し、サービスの向上、改善に努めます。 

3 事業者は、契約者が苦情申立を行った場合、これを理由としていかなる不利益な扱いも致しま

せん。 

 

第 25条（介護度変更に伴う契約の取扱） 

 本契約に基づきサービスの提供を受ける契約者の身体状況等の変化等で要介護認定が、要支援

から要介護又は要介護から要支援に変更（以下「介護度変更」という。）となった場合で、かつ、

契約者が引続き本事業者によるサービスの提供を希望する場合については、本契約は、介護度

変更前後においても継続されるものとします。 
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第 26条（契約外事項） 

  本契約に定めのない事項については、介護保険法その他諸法令の定めるところを尊重し、契約

者と事業者の協議により定めます。 

 

第 27条（契約当事者の変更） 

 契約者は、契約の有効期間中に心神喪失その他の事由により判断能力を失った場合に備えて、

契約者の家族等をあらかじめ代理人とすることを定めるか又は契約者の家族等を含む第三者に契

約者を変更することに同意します。 
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「指定（介護予防）短期入所生活介護」 

 「清心苑ショートステイ」 重要事項説明書 

 

１．事業者 

（１）法人名        社会福祉法人 清心会 

（２）法人所在地     岐阜県大垣市矢道町１丁目３０３番地 

（３）電話番号       ０５８４－９３－０５１０ 

（４）代表者氏名     理事長 清水 洋一 

（５）設立認可日     平成１６年７月７日 

 

２．ご利用事業所 

（１）事業所の種類    指定短期入所生活介護・平成２３年７月２５日指定  

岐阜県２１７２１０１１１１号 

（２）事業所の名称   清心苑ショートステイ 

（３）事業所の所在地  岐阜県大垣市矢道町１丁目３０３番地 

（４）電話番号      ０５８４－９３－０６１１ 

（５）開設年月        平成１７年７月２５日 

（６）入所定員        短期入所生活介護と介護予防短期入所生活介護合わせて２０人 

 

３．事業の目的と運営方針 

（１）事業の目的 

指定短期入所生活介護又は指定介護予防短期入所生活介護は、介護保険法令に従い、事業

所の生活相談員又は看護職員及び介護職員が、要介護状態又は要支援状態にある高齢者に対

し、適切な指定短期入所生活介護又は指定介護予防短期入所生活介護を提供することを目的と

して、サービスを提供します。 

（２）運営の方針 

要介護者又は要支援者の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常生活を 

営むことができるよう、必要な日常生活上の世話および機能訓練を行うことにより、契約者の社会 

的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに契約者の家族の身体的及び精神的負担の軽減 

を図るとともに、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービス機関との綿密な連携を図り、総合 

的なサービスの提供に努めます。 
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４．職員の配置状況 

当事業所では、契約者に対して指定短期入所生活介護サービスを提供する職員として、以下の職

種の職員を配置しています。 

＜主な職員の配置状況＞ ※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職種 計 常勤 非常勤 
専従 

業務内容 資格 
兼務 

管理者 1 1 0 兼務 業務の総括 施設長 

介護職員 12 
9 2 専従 

生活上必要な介護の提供 
介護福祉士  5人 

1 0 兼務 初任者等    7人 

生活相談員 1 1 0 専従 日常生活に必要な全ての相談 社会福祉士      

看護職員 1 1 0 専従 健康管理等看護の提供 看護師         

機能訓練指導員 1 1 0 兼務 機能訓練の提供 理学療法士      

管理栄養士 1 1 0 兼務 食事の栄養管理と提供 管理栄養士      

歯科衛生士 1 1 0 兼務 口腔機能維持管理 歯科衛生士      

医師 1 0 1 兼務 医学的管理  

 

＜主な職種の勤務体制＞ 

職 種 勤 務 体 制 

介護職員 

 

 

 

看護職員 

勤務時間  早 出    ７：００ ～ １６：００ 

日 勤    ８：３０ ～ １７：３０ 

遅 出   1２：００ ～ ２１：００ 

           夜 勤   １７：００ ～  ９：００ 

勤務時間  日 勤    ８：３０ ～ １７：３０ 

      

５．営業日及び営業時間 

営業日  毎 日 

営業時間  ２４時間 

 

６．当事業所が提供するサービスと利用料金 （自己負担額は目安です。） 

  当事業所が提供するサービスには、次の２通りがあります。 

 

（１）利用料金が介護保険から給付される場合 

（２）利用料金の全額を契約者にご負担いただく場合 

（１）介護保険の給付の対象となるサービス（契約書第４条参照） 

以下のサービスについては、利用料金の大部分が介護保険から給付されます。  

＜サービスの概要＞   
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①食 事（但し食費は別途いただきます。） 

・契約者の自立支援のため離床して食堂にて食事をとっていただくことを原則としています。 

 （食事時間） 

        朝食：7:30～8:30  昼食：11：45～12：45  夕食：17：45～18：45 

②入 浴 

・契約者の身体状態等により、個浴、リフト浴で入浴して頂きます。 

・入浴又は清拭を週２回行います。  

③排 泄 

・排泄の自立を促すため、契約者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 

④機能訓練 

・機能訓練指導員により、契約者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能

の回復又はその減退を防止するための訓練を実施します。 

⑤健康管理 

・医師、看護職員、管理栄養士及び歯科衛生士が健康管理を行います。 

⑥その他自立への支援 

・寝たきり防止のため、できるかぎり離床に配慮します。 

・生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

・清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行なわれるよう援助します。 

 

＜サービス利用料金（１日あたり）＞（契約書第 8条参照）  

下記の料金表によって、契約者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付費額を除

いた金額（自己負担額）をお支払い下さい。（上記サービスの利用料金は、契約者の要介護度及びサ

ービス加算に応じて異なります。） 

☆ 地域区分 7 級地設定により１単位 10.17円となります。 

☆ 契約者の自己負担額は （ 1割 ・ 2割 ・ 3割 ）となります。 

                                                                       単位：円 

介護費 

１日当たり 

介護度 自己負担額〈1割〉 自己負担額〈2割〉 自己負担額〈3割〉 

要支援１ 538 1,076 1,614 

要支援２ 668 1,335 2,002 

要介護度１ 716 1,432 2,148 

要介護度２ 786 1,571 2,356 

要介護度３ 862 1,723 2,584 

要介護度４ 934 1,868 2,801 

要介護度５ 1,004 2,008 3,012 

送迎費 片道当たり 188 375 562 

長期利用の場合（要支援は３１日以上 要介護度は６１日以上利用の場合）        単位：円 
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介護費 

１日当たり 

介護度 自己負担額〈1割〉 自己負担額〈2割〉 自己負担額〈3割〉 

要支援１ 512 1,023 1,535 

要支援２ 634 1,267 1,901 

要介護度１ 682 1,363 2,044 

要介護度２ 753 1,505 2,258 

要介護度３ 829 1,658 2,487 

要介護度４ 901 1,802 2,703 

要介護度５ 972 1,943 2,914 

 

☆契約者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額を一旦お支払いいただ

きます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻されます。（これを

「償還払い」といいます。） また、居宅サービス計画（ケアプラン）が作成されていない場合も償還払い

となります。償還払いとなる場合、契約者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した

「サービス提供証明書」を交付します。 

☆契約者に提供する食事の材料に係る費用は、別途頂きます。 

☆保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて契約者の自己負担額を変更しま

す。 

☆当施設は上記サービス費のほかに次の加算が適用されます。 

                           （1 日につき該当する場合のみ）  単位：円 

加算項目 自己負担額〈1割〉 自己負担額〈2 割〉 自己負担額〈3 割〉 

機能訓練体制加算 13 25 37 

個別機能訓練加算  57 114 171 

看護体制加算（Ⅰ） 4 8 12 

看護体制加算（Ⅱ） 9 17 25 

看取り連携体制加算 65 130 195 

医療連携強化加算  59 118 177 

夜勤職員配置加算（Ⅱ） 19 37 55 

認知症行動・心理症状緊急対応加算  204 407 611 

若年性認知症利用者受入加算  122 244 366 

緊急短期入所受入加算   92 183 275 

療養食加算  9 17 25 

在宅中重度者受入加算（イ） 429 857 1,285 

在宅中重度者受入加算（ロ） 424 848 1,272 

在宅中重度者受入加算（ハ）  420 840 1,260 

在宅中重度者受入加算（ニ）  433 865 1,297 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ 19 37 55 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ 13 25 37 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  7 13 19 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 7 13 19 

 

（1 月につき該当する場合のみ）  単位：円 

加算項目 自己負担額〈1割〉 自己負担額〈2 割〉 自己負担額〈3 割〉 

口腔連携強化加算 51 102 153 
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生産性向上推進体制加算（Ⅰ） 102 204 306 

生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 11 21 31 

 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス（契約書第５条参照） 

   以下のサービスは、利用料金の全額が契約者の負担となります。 

＜サービスの概要と利用料金＞  

   ①通常の事業実施地域以外の地区にお住まいの方で、当事業所のサービスを利用される場合

は、お住まいと当事業所との間の送迎費用として、次の実費を頂きます。 

    ・往復の距離が 20ｋｍ未満      １回あたり 300円 

    ・往復の距離が 20ｋｍ以上 50ｋｍ未満 １回あたり 500円 

    ・往復の距離が 50ｋｍ以上      １回あたり 700円 

②滞在費、食費 

       契約者が入所される居室の使用料並びに食費を次のとおりお支払い頂きます。 

                             単位：円                                   

契約者負担段階 滞在費 食  費 

第１段階 880 400 

第２段階 880 700 

第３段階① 1,370 1,100 

第３段階② 1,370 1,400 

第４段階 2,066 1,780 

      ※食費には、おやつ代を含みます。 

 

   ③日常生活上必要となる諸費用実費 

日常生活品の購入代金等契約者の日常生活に要する費用で契約者に費用を負担して頂きま

す。 

☆経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することがあ

ります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う 2か月前までにご説

明します。 

 

（３）介護職員処遇改善加算 

  介護職員等処遇改善加算について 

☆介護職員等処遇改善加算の算定式 

サービス利用総単位数×加算率（以下のいずれかとなります） 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）１４．0％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）１３．６％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ）１１．３％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） ９．0％ 
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介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１）１２．４％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（２）１１．７％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（３）１２．０％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（４）１１．３％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（５）１０．１％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（６） ９．７％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（７） ９．０％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（８） ９．７％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（９） ８．６％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１０） ７．４％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１１） ７．４％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１２） ７．０％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１３） ６．３％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１４） ４．７％ 

 

（４）利用料金のお支払い方法（契約書第 8条参照） 

前記（１）、（２）の料金・費用は１か月ごとに計算し、サービス提供月の翌月１０日に請求書を発

行いたします。お支払方法につきましては、原則として契約者の指定された預金口座より自動口

座振替とさせて頂きます。振替日は毎月２７日（休日の場合は翌営業日）となります。また、手続き

の都合などで自動口座振替ができない場合は、請求書を受取られた月の末日までにお支払いく

ださい。自動振替・ご入金の確認ができましたら領収書を発行いたします。 

（5）利用の中止、変更  

   ①利用予定日の前に、契約者の都合により短期入所生活介護サービス又は介護予防短期入所生

活介護サービスの利用を中止又は変更することができます。この場合には、サービスの実施日の

前日までに事業者に申し出てください。 

   ②サービス利用の変更、追加の申し出に対して、事業所の稼働状況により契約者の希望する期間に

サービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を契約者に提示して協議します。 

7．虐待防止の為の措置 

 事業者は、契約者の人権の擁護・虐待の防止等のため、次の設置を講ずる。 

（1） 虐待防止に関する責任者の選定及び設置 

責任者 施設長：佐久間 弘幸 

（2）成年後見制度の利用支援 

（3）苦情解決体制の整備 

（4）従事者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修実施 
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8．事故発生時の対応 

サービス提供により事故が発生した場合には、ご家族、関係医療機関等への連絡を行うなど

必要な措置を講じ、事故の状況や事故に際してとった処置について記録し、賠償すべき事故の

場合には、損害賠償を速やかに行います。事業者は損害賠償責任に必要な保険に加入しています。 

  但し、契約者の故意又は重大な過失が認められる場合は、事業者の損害賠償責任を減じるこ

とができるものとします。 

安全対策担当者 施設長：佐久間 弘幸 

 

9．苦情の受付について（契約書第 24条参照） 

（１）当事業所における苦情の受付 

○苦情受付窓口（担当者） 

    ［職 名］  施設長  佐久間 弘幸  生活相談員 盛川 哲臣 

 ○受付時間   毎週月曜日～金曜日   ９：００～１７：００   

緊急の場合はこの限りではありません。 

また、苦情受付ボックスを１階事務所前に設置しています。 

 

（2）行政機関その他苦情受付機関 

契約者が居住する市町村役場 

大垣市役所 ０５８４－８１－４１１１（代） 

垂井町役場 ０５８４－２２－１１５１（代） 

養老町役場 ０５８４－３２－１１００（代） 

神戸町役場 ０５８４－２７－３１１１（代） 

池田町役場 ０５８５－４５－３１１１（代） 

岐阜県運営適正化委員会 

（社会福祉法人岐阜県社会福祉協議会内） 

電話番号  ０５８－２７８－５１３６ 

受付時間  平日９：００～１７：００ 

岐阜県国民健康保険団体連合会 

（介護保険苦情相談窓口） 

所在地   岐阜市下奈良２丁目２番地１号 

電話番号  ０５８－２７５－９８２６ 

受付時間  平日 ９：００～１７：００ 

 

10．通常の事業実施地域 

  通常の事業実施地域は、大垣市（上石津町、墨俣町は除く）、垂井町、養老町、神戸町、池田町としま

す。 

 

11．個人情報の提供に係る同意書 

契約者及びその家族の個人情報については、次に記載するところにより必要最小限の範囲内で 

使用することもあります。 

（１） 医療上、緊急の必要がある場合、医療機関等に個人に関する心身の状況等の情報を提供 

すること、並びに付随して家族の情報を提供すること。 

 （２） 介護計画作成及び見直し等を行うサービス担当者会議等において、個人に関する心身状況等
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の情報を提供すること、並びに付随して家族の情報を提供すること 

（３） その他サービスの質の向上を目的とした会議等のために、個人及び家族の情報を用いること 

 

 ＜個人情報の提供に係る事業所の遵守事項＞ 

（１） 個人情報の提供は、必要最小限とし提供にあたっては、関係者以外に情報が漏れないよ 

う細心の注意を払います。 

（２） 当事業所は、提供の同意を得た資料を厳重に管理し、適正な保管に努めます。 

 

12．写真・動画に係る同意書 

   当事業所における催し物等での写真撮影およびビデオ撮影した写真（画像）を事業所が発行 

する広報誌等に使用させていただきます。 

 

□同意する       □同意しない 
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指定短期入所生活介護サービス又は指定介護予防短期入所生活介護サービスの提供の開始に際し、

本書面に基づき説明を行いました。 

契約者の自己負担額は （ 1割 ・ 2割 ・ 3割 ）となります。 

指定（介護予防）短期入所生活介護事業者 社会福祉法人 清心会 

指定（介護予防）短期入所生活介護事業所 清心苑ショートステイ 

 

説明者職名                     

 

                    氏 名                印  

 

本契約書及び重要事項説明書に基づいて、事業者が契約者とその家族に説明したこと並びに契約

者とその家族が事業者から説明を受けたことを双方確認の上、サービスの提供開始および個人情

報提供に同意します。 

 

上記の契約を証するため、本書 2 通を作成し、契約者、家族、事業者が記名押印のうえ、各 1 通

を保有するものとします。 

令和  年  月  日  

 （契約者）     住 所                         

                       

氏 名                 印 

私は、本人に代わり契約意思を確認し、本契約に署名致します。 

 

 （署名代理人）   住 所                     

 

   氏 名                 印 

                      

契約者との関係               

 

（契約者の家族）  住 所                         

                       

氏 名                 印    

        

（事業者）       岐阜県大垣市矢道町１丁目３０３番地 

                                        社会福祉法人 清心会 

                               理事長 清水 洋一    印 


